
都市計画法施行規則第６０条 適合証明 申請要領   R6.4  

都市整備部 土地政策課       ℡ 053-457-2643 

北部都市整備事務所（浜名区役所内） ℡ 053-585-1162 

○ 中央区・浜名区の一部（旧北区）の申請は、都市整備部土地政策課に提出すること。 

○ 天竜区・浜名区の一部(旧浜北区)の申請は、北部都市整備事務所（浜名区役所内）に提出すること。 

○ ※のついた申請内容においては「都市計画法第29条 開発許可申請の手引き」を参照し、申請は 

都市整備部土地政策課に提出すること。 

○ 都市計画法施行規則第６０条の申請は、添付図書一覧の書類を番号順に製本（左綴じ）すること。 

○ 申請書は、「正本」「副本」各１部が必要です。 

１ 申請種別について 

内  容 該当条項号 概  要 

農 業 用 施 設 法第29条第1項第2号 
農業用倉庫・農作業所・集出荷場・畜舎・堆

肥舎等 

農 家 住 宅 法第29条第1項第2号 農業を営む者のための住宅 

旧 住 宅 地 造 成 事 業 地 区 法第43条第1項第4号 

旧住宅地造成事業に関する法律により造成

された地区内での既存建築物の建替・専用住

宅の新築 

既存建築物の建替・増築 法第43条本文 

線引き前から宅地利用されている土地にお

いて、既存建物と同敷地、同用途、同規模の

建替・増築 

建築許可建築物の建替・増築

令第36条第1項第3号  

当初許可に応じた条項を記載 

（ｲ･ﾛ･ﾊ･ﾆ･ﾎ） 

過去に法第34条第1号から第10号又は令第

36条第1項第3号に該当で許可された土地に

おいて、同敷地、同用途、同規模の建替・増

築 

旧法第29条第1項第3号 

既存の社会福祉施設、医療施設、教育施設等

において、既存建物と同敷地、同用途、同規

模の建替・増築 

市街地縁辺集落内の建替・増築 令第36条第1項第3号ロ 

過去に市街地縁辺集落内の建築で許可され

た土地において、同敷地、同用途、同規模の

建替・増築 

公益的事業による開発行為

法第29条第1項第 号 

内容に応じた条項を記載 

(3号から10号) 

公益的事業において許可が不要な(協議を除

く)建築物の新築・建替・増築 

管 理 施 設 及 び 簡 易 な

建 築 物 の 新 築 ・ 建 替
法第29条第1項第11号 

仮設建築物、既存駐車場等の軽微な管理施

設、農林漁業者が設置する小規模直販所等の

新築・建替・増築 

※ 開 発 行 為

（都市計画法第37条但し書きの

建築制限解除を受けるもの)

（当初許可に応じた条項を記載） 

開発行為の許可を受けた建築物の新築 

(開発行為の工事完了公告を受ける前に 

行う予定建築物の新築) 

開発許可建築物の建替・増築 （当初許可に応じた条項を記載） 

開発行為の許可を受けた建築物の建替・増築

開発行為の工事完了公告を受けた後に 

行う用途の変更を伴わない建築 

※ 開 発 行 為

（ 宅 地 分 譲 )

法第29条本文 

 (市街化調整区域の場合は 

法第34条第12号) 

開発行為の許可を受けた宅地分譲 

(許可宅地の宅地分譲を除く) 

許 可 宅 地 の 宅 地 分 譲

法第34条第12号 

(第43条許可により分譲した場合は

令第36条第1項第3号ハ) 

市街化調整区域で行う許可宅地の宅地分譲 

開 発 許 可 不 要 法第29条本文 
都市計画区域外又は市街化区域において 

開発許可を要しないもの 



２ 添 付 書 類 一 覧 

○：添付必要図書 △：内容により必要となる図書 『副本』として★印の図書を別途順に綴

じて下さい。
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１ ★ 適 合 証 明 申 請 書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

２  申 請 概 要 書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  ○  

３ ★ 位 置 図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

４  申 請 者 住 民 票 ○ ○   ○  ○   △  ○  

５  法 人 謄 本 等 △    △  △   △    

６  農 用 地 連 絡 票 ○ ○            

７  借 家 証 明 等  ○   △       ○  

８
線引き前から宅地利用 

していた判定資料 
 ○ 

９ 都計法 43 条許可書の写し     ○ ○      △  

10 都計法 29 条検査済書の写し          ○ ○ ○  

11

既存建築物登記事項証明書

又は 

既存建築物課税証明等

△ △ △ ○ ○ ○ 

12  農 家 証 明 ○ ○            

13 ★ 公 図 写 し ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ 

14  土地 登記事項 証明書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ ○  ○ ○ ○ ○ 

15 ★ 土 地 求 積 図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

16 ★ 建 物 配 置 図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  ○ △ 

17  土 地 利 用 計 画 図      ○ △  ○  ○ ○ ○ 

18  土 地 断 面 図 △ △ △ △ △ △ △ △  △  ○ ○ 

19 ★ 建 物 平 面 図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

20 ★ 建 物 立 面 図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

21  現 況 写 真 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○  ○ ○ 

22  そ の 他 必 要 な 図 書 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 



３ 添 付 図 書 内 容 

番号 図書の名称 明示事項 

１
適 合 証 明 申 請 書

（様式 43-1） 

・副本の捨印はしないで下さい。 

・申請者は，建築確認申請の申請者と同一とすること。（開発行為の宅地分譲を除

く） 

・敷地面積欄は，登記面積と有効面積を記入すること。 

・建築物の用途欄は，建築確認申請の用途を記載すること。一部増築の場合は（）

書きで増築内容も記載すること。 

・延べ面積欄は，敷地内の建物（既存・申請建物すべて）の合計面積を記載する

こと。増築の場合は二段書きで増築部分の面積を記載すること。

２
申 請 概 要 書

（ 様 式 な し ）

・立地の理由・必要性、事業等の内容、資金計画等を記入すること。 

・「農家住宅，農業用施設」の場合は，申請者の営農状況，立地の必要性等を記入

すること。除外，軽微変更案件以外の申請については営農位置図、土地課税台

帳（名寄帳）を添付すること。 

・「管理施設及び簡易な建築物の新築・建替」の場合は、市街化調整区域の許可基

準の内容を記入すること。

３ 位 置 図

・浜松市地形図（縮尺 1/2500）を使用すること。 

住宅地図（縮尺 1/2500 程度）でも可。 

・申請敷地を赤枠で囲むこと。 

４ 申 請 者 住 民 票

・住民票は,同居予定者全員の続柄のわかる住民票を添付すること。 

・個人番号入りの住民票は申請図書には使用できません。

・発行後 3ヶ月以内のものを添付すること。 

５ 法 人 謄 本
・法人で申請の場合は添付すること。 

・発行後 3ヶ月以内のものを添付すること。 

６ 農 用 地 連 絡 票

・申請地が農地の場合は，農用地（青地）利用計画の変更の通知書の写し（担当

部局の合議が必要）または、農用地区域外の証明（白地証明書）の写し（原本

還付とする）を添付すること。（農地利用課で発行） 

７ 借 家 証 明 等
・建物賃貸借契約書写しと固定資産税課税台帳等を添付すること。 

・親等の持家に同居している場合は，その建物登記事項証明書を添付すること。

８
線引き前から宅地利用して

い た 判 定 資 料

①既存宅地確認通知書写し（又は，確認番号・確認日付を別紙に記入し添付） 

②農地転用許可書写し（又は農地転用許可証明） 

③事前協議による航空写真確認（事前協議番号を別紙に記入し添付） 

④その他線引き前から宅地利用が証明できる資料（例：43 条建築許可，60 条適合

証明等の写し） 

※申請地の土地登記事項証明書で線引き前から宅地利用していることが判断でき

る場合は，添付を省略可能 

９
都 市 計 画 法 第 ４ ３ 条

許 可 書 の 写 し

・都市計画法第４３条の許可書を紛失した場合は，許可番号・許可年月日・許可

目的・許可者を別紙に記入し添付すること。 

10
都 市 計 画 法 第 ２ ９ 条

検 査 済 書 の 写 し

・都市計画法第２９条の検査済書を紛失した場合は，許可番号・許可年月日・許

可目的・許可者を別紙に記入し添付すること。 

11

既存建築物登記事項証明書

又は 

既存建築物課税証明等

・申請時点の課税証明又は建物登記簿謄本（現存しているものに限る）を添付す

ること。 

・発行後 3ヶ月以内のものを添付すること。 



12 農 家 証 明 ・農業委員会にて発行すること。 

13 公 図 写

・法務局の公図写を添付すること。 

・申請敷地を赤枠で囲んで下さい。 

・発行後 3ヶ月以内のものの写しを添付すること。 

14 土 地 登 記 事 項 証 明 書

・発行後 3ヶ月以内のものを添付すること。 

・建替えの場合，地目が宅地以外になっている物件については，宅地に地目変更

登記が完了した後に申請すること。 

15 土 地 求 積 図
・申請敷地の実測面積の求積図を添付すること。 

※道路後退がある場合は，後退後の有効面積の求積図も記入すること。 

16 建 物 配 置 図

・建築確認申請図面と相違ないものを添付すること。 

・敷地の境界，建築物の位置，用途，構造，階数，接道状況（道路名・幅員等），

方位，縮尺等を記入すること。 

※申請敷地が幅員 4ｍ未満の道路に接している場合は建築基準法第 42条第 2項

の道路又は道路でない旨，位置指定道路に接している場合には位置指定道路の

旨の，建築行政課（申請地が浜名区の一部（旧浜北区）･天竜区の場合は北部都

市整備事務所）との確認印(合議)が必要です。 

17 土 地 利 用 計 画 図

・敷地面積が 500 ㎡を超える場合添付すること。 

・前面道路幅員，敷地出入口，排水計画,緑化計画，敷地境界の見切り等が開発行

為許可同等の基準となります。 

18 土 地 断 面 図

・２方向以上で断面を切り，道路や隣接地と申請地との高さ関係を記入すること。

・造成を伴う場合は、現況地盤高と計画地盤高のラインを図示し、造成計画（盛

土高、切土高）を明示してください。(開発行為及び宅地造成工事規制区域内に

おいては許可を要する宅地造成工事に該当しないことが分かるよう図示するこ

と。) 

19 建 物 平 面 図

・建築確認申請と相違ないものを添付すること。 

・建築面積・延床面積の求積図も添付すること。 

・増築の場合は，既存建築物の図面が必要な場合もあります。 

20 建 物 立 面 図
・建築確認申請図面と相違ないものを添付すること。 

・建物の最高高さを記入すること。 

21 現 況 写 真
・申請地全体の状況（建物・接道等）が判断できるように，２面以上の方向から

の写真を添付し，申請地の部分を赤枠で囲んで下さい。 

22
そ の 他

必 要 な 図 書

◎「農家住宅」の申請の場合, 申請者世帯（申請に係る全ての課税義務者）の，

固定資産（土地／家屋）課税台帳【名寄帳】を添付すること。固定資産が無い

場合は、無資産証明書又は固定資産が無いことの申告書を添付すること。

・申請敷地の規模が過大のものについては開発許可申請に準ずる図書を，添付す

ること。 

◎「都市計画施設等の区域内での建築｣の申請の場合,53 条許可書の写しを添付す

ること。 

※その他，他法令の許認可の状況を示す資料の添付を要求する場合があります。



様式 43-1（第 21 条関係） 

  年  月  日 

（あて先） 浜 松 市 長  

申 請 者 住 所  

氏 名  

                    代理申請者 住 所 

登録番号

氏 名 

都市計画法の規定に適合する建築物等であることの証明申請書 

 次のとおり都市計画法施行規則第６０条の規定により建築物等が都市計画法の規定に適 

合している旨の証明を申請します。 

記 

建築しようとする場所

区  域  区  分

□ 市街化区域 

□ 市街化調整区域 

□ その他 

用 途 地 域 

開 発 行 為 の 有 無 有 ・ 無   敷地面積
登記面積       ㎡

有効面積       ㎡

該 当 条 項 号

内 容

建 築 物 の 用 途

構    造 延 べ 面 積 

造  階建 ㎡ 

《代行申請者 住所 氏名 電話番号》



様式 48（第 24 条関係）

委   任   状

事 務 所 所 在 地

行 政 書 士 名

登 録 番 号

連 絡 先

 私は、都市計画法施行規則第 60 条の規定による適合証明を受けるため、上記のものを

代理人と定め、下記の通り権限を委任します。

記 

１．適合証明申請 

 以下に記載する都市計画法施行規則第 60条の規定による適合証明申請（補正、取り下げ

及び証明書の受領を含む。）を行うこと。 

2  この件に係る建築しようとする土地の所在、地目、登記面積 

3  この件に係る建築物の用途 

  年  月  日

                 申 請 者  住 所

                       氏 名


